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　収　　入 （単位：円）

第１款 工業用水道事業収益

 第１項   営　業　収　益

 第２項   営 業 外 収 益 0 0

　支　　出 （単位：円）

第１款 工業用水道事業費用 106,325,000 0 0 106,325,000 0 0
（うち仮払消費税及び地
方消費税2,388,964円)

 第１項  営　業　費　用 91,570,000 0 △ 413,000 91,157,000 0 0
（うち仮払消費税及び地
方消費税2,388,964円)

 第２項  営 業 外 費 用 14,755,000 0 413,000 15,168,000 0 0

5,210,783

15,168,000 15,166,849 1,1510

6,307,000

91,157,000

106,325,000 101,113,066

0

補  正

予算額

0

小　 　計

0

地方公営企業
法第24条第３
項の規定によ
る 支 出 額

決 　算　 額

備 　考

6,307,000 6,384,664 77,664

予 算 額

0

予 算 額

地 方 公 営
企 業 法 第
２ ６ 条 第
２ 項 の 規
定 に よ る
繰 越 額

流  用

増減額

区 分

0

予

備

費

支

出

額

 （うち仮受消費税及び地方消費税　7,949,700円）

107,321,000 107,320,950

合  計
当  初

予算額

合 計

77,6140

区 分

△ 50

予算額に比べ

決算額の増減

0

107,321,000

00

決  算  額 不  用　額

85,946,217

地方公営企業
法第２６条第
２項の規定に
よ る 繰 越 額

5,211,934

補  正

予算額

113,628,000

平成30年度五所川原市工業用水道事業決算報告書

地方公営企業法
第24条第３項の
規定による支出
額 に 係 る 財 源
充 当 額

（１） 収益的収入及び支出

 （うち仮受消費税及び地方消費税　7,949,700円）

当  初

予算額

備 考

113,628,000 113,705,614
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（２）資本的収入及び支出

　収　　入
（単位：円）

第１款 資 本 的 収 入

   第１項   他会計出資金

  支　　出
（単位：円）

第１款 資 本 的 支 出 27,629,000 0 0 27,629,000 0 0
（うち仮払消費税及び地
方消費税108,000円）

   第１項   建設改良費 3,747,000 0 0 3,747,000 0 0
（うち仮払消費税及び地
方消費税108,000円）

   第２項   企業債償還金 23,882,000 0 0 23,882,000 0 0

 資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,578,000円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額108,000円、過年度分損益勘定留保資金2,470,000円で補てんした。

0

0

0

25,339,112 2,289,888

2,289,000

888

112

0

22,761,000

1,458,000

23,881,112

合　計

継続費

逓 次

繰越額

地方公営
企業法第
26条の規
定による
繰 越 額

22,761,000 22,761,112

0

0

27,629,000

3,747,000

23,882,000

0

0

0

0

0

0

22,761,000

0

0

22,761,000

22,761,000

合　　　　　計

112

小      計

22,761,000

継 続 費
逓 次
繰 越 額

継続費逓次繰
越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

地方公営企業法
第２６条の規定
による繰越額に
係る財源充当額

0

補 正

予算額

予 算 額

決　算　額
合　　　計

流 用

増減額

予算額に比べ

決算額の増減
決 算 額

不　用　額

備　　　　考

備　　　考

翌　年　度　繰　越　額

22,761,112

区　　　　　　　分

当  初

予算額

区　　　　　　分
地 方 公 営
企 業 法 第
２ ６ 条 の
規 定 に よ
る 繰 越 額

当  初

予算額

補  正

予算額
小　　　　　計

予 算 額
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財 務 諸 表
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（単位：円）

１ 営　業　収　益
（１）給 水 収 益 99,371,250
（２）そ の 他 の 営 業 収 益 0 99,371,250

２ 営　業　費　用
（１）原 水 及 び 浄 水 費 38,466,835
（２）配 水 及 び 給 水 費 0
（３）総 係 費 5,111,101
（４）減 価 償 却 費 39,896,457
（５）資 産 減 耗 費 82,860 83,557,253

営 業 利 益 15,813,997

３ 営　業　外　収　益
（１）受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,418
（２）他 会 計 負 担 金 120,000
（３）長 期 前 受 金 戻 入 6,185,883
（４）雑 収 益 75,498 6,384,799

４ 営  業  外  費  用
（１）支払利息及び企業債取扱諸費 9,786,049
（２）雑 支 出 0 9,786,049 △ 3,401,250

経 常 利 益 12,412,747

５ 特　別　利　益
（１）過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

６ 特　別　損　失
（１）そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

12,412,747
0
0

12,412,747

平成30年度五所川原市工業用水道事業損益計算書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
そ の 他 の 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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減債積立金の積立
利益積立金の積立
建設改良積立金の積立
資本金への組入れ

当年度純利益

平成30年度五所川原市工業用水道事業剰余金計算書

平成30年度五所川原市工業用水道事業剰余金処分計算書（案）

12,412,747

0

39,245,235

（単位：円）

0

△ 30,912,735 0

00

587,311,470
0

△ 12,412,747

764,785,541

 （単位：円）

0
0

0

剰　余　金

0

利益剰余金
合 計

資本剰余金
合 計

0

0

資本金

（繰越利益剰余金）
0

未処分利益剰余金

12,412,747
△ 12,412,747

0

0 0

資本金

729,611,682
0 0 30,912,735

165,061,324

補助金

△ 30,912,735 0

587,311,470

資本剰余金

0
0
0
0

前年度末残高 564,550,358 0 0

減債積立金

12,746,742
前年度処分額 0 0 0

82,156,612 30,912,735

0 0

0
0

0 0
議会の議決による処分額 0 0 0 0 30,912,735

0

0

0△ 30,912,735 0

35,173,859

0 0

当年度変動額

処分後残高
564,550,358 0 0

022,761,112
0

0 0

0 00

（繰越利益剰余金）

70,157,97012,746,742

0

0
00

82,156,612

利益積立金からの組入 0
建設改良積立金からの組入 0 0

減債積立金からの組入

0
補助金の受入 0 0 0 0 00 00
補助金の返還 0 0 0 0 0
他会計繰入金の受入 22,761,112 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

当年度末残高

減債積立金の積立
議会の議決による処分額

177,474,071587,311,470

0 0 0 0 30,912,735

0

0

0
0

12,412,747

0

0

当年度末残高

0 12,746,742 70,157,970 82,156,612

22,761,112
12,412,747 12,412,747

0

12,412,747

0

0
0

0 0

利益積立金の積立

00

0

0 0 0

0

0

0

0

0

0 0

0

0 0

0 0

0

建設改良積立金の積立
資本金への組入れ

処分後残高

利益積立金
建 設 改 良
積   立   金

未処分利益
剰   余   金

（当年度未処分利益剰余金）

0

0

00 0 0 0

資　本　剰　余　金

00

0

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

729,611,682165,061,324
0

資本合計

0

利　益　剰　余　金

0

12,412,747

0
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１
（１）

イ
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（２）
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２
（１）
（２）
（３）

平成30年度五所川原市工業用水道事業貸借対照表

資 産 の 部

固 定 資 産

　（単位：円）

（平成31年3月31日）

建 物 219,676,841
減 価 償 却 累 計 額 △ 96,141,247 123,535,594

有 形 固 定 資 産
土 地 3,957,172

減 価 償 却 累 計 額 0 0

構 築 物 782,110,308
減 価 償 却 累 計 額

1,358,413,748

建 設 仮 勘 定 0
有 形 固 定 資 産 合 計 483,951,653

減 価 償 却 累 計 額

59,696
ダ ム 使 用 権 874,402,399

無 形 固 定 資 産 合 計

△ 492,479,265 289,631,043
機 械 及 び 装 置 517,959,431

△ 451,226,737 66,732,694
車 両 運 搬 具 0

未 収 金 17,279,730

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

0貯 蔵 品

205,359,930

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,903,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,807,850 95,150

874,462,095

電 話 加 入 権

流 動 資 産 合 計 222,639,660
資 産 合 計 1,581,053,408
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３
（１）
（２）

４
（１）
（２）
（３）

５
（１）
（２）

６

７
（１）

イ

（２）
イ
ロ
ハ
ニ

645,491,228

負 債 の 部

固 定 負 債
企 業 債 645,491,228
引 当 金 0

流 動 負 債
企 業 債 26,877,795

固 定 負 債 合 計

引 当 金 865,000
流 動 負 債 合 計

未 払 金 2,332,591

30,075,386

70,157,970

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 454,294,057
収 益 化 累 計 額 △ 313,592,804

12,746,742

繰 延 収 益 合 計

0

140,701,253
負 債 合 計 816,267,867

資 本 の 部

資 本 金 587,311,470

764,785,541

82,156,612

剰 余 金
資 本 剰 余 金

市 補 助 金 0
資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

負 債 資 本 合 計 1,581,053,408

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 12,412,747
利 益 剰 余 金 合 計 177,474,071
剰 余 金 合 計 177,474,071
資 本 合 計

-7-



五所川原市長　　佐々木　孝　昌

令和元年８月２９日提出
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決　算　附　属　書　類
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     １　概　　況

（１）総　括　事　項

工業用水道事業は、工業用水の豊富かつ低廉な供給を図り工業の健全な発達に寄与することを目的とし、平成元年４月１日から一

部供給を開始しました。平成４年４月１日からは全部供給となり、本年度末の契約状況は、計画給水量一日当たり9,300㎥に対し、

申込給水量は6,050㎥で65.05％の契約率となっております。

本年度事業収益は、105,756,049円で前年度と比べ1,088,237円（1.02％）の減額となり、事業費用は93,343,302円で前年度と比べ

17,411,751円（22.93％）の増額となりました。  

次に本年度純利益は12,412,747円で前年度と比べ18,499,988円（59.85％）の減額となり、本年度未処分利益剰余金の12,412,747

円については、利益積立金として処分する予定です。

資本的収入は、他会計出資金22,761,112円で、資本的支出は建設改良費1,458,000円、企業債償還金23,881,112円となりました。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,578,000円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額108,000円、過年度分

損益勘定留保資金2,470,000円で補てんしました。

（２）議会の議決事項等

議案等番号 件 名 提 出 年 月 日 議 決 年 月 日 備 考

議案第98号

平 成 29 年 度 五 所 川 原 市
工 業 用 水 道 事 業 会 計
利益の処分及び決算の認定
に つ い て

平成30年8月28日 平成30年9月13日 原案可決及び認定

議案第23号
平 成 31 年 度 五 所 川 原 市
工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算

平成31年2月28日 平成31年3月14日 原案可決

平成30年度五所川原市工業用水道事業報告書
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年度 所  　　属　　  別 事 務 職 員 技 術 職 員 計 備   考

29 損　益　勘　定 1人 0人 2人

30 〃 1人 0人 2人

0人 0人 0人

２　建設改良の概要

金　　　　　　額

1,458,000円 　投込式水位計一式

1,458,000円

３　業　　務

（１）業　務　量

　　　　　　 　2件 　　　　　 　  2件

　　　　6,050㎥/日 　 　 　6,050㎥/日

　　　　9,300㎥/日 　　  　9,300㎥/日

　　　　6,050㎥/日 　　  　6,050㎥/日

　　　　4,551㎥/日 　 　 　4,417㎥/日

　　　1,502,442㎥ 　　　1,439,181㎥

　　　1,502,442㎥ 　　　1,439,181㎥

（３）職員に関する事項

項　　         　目

機 械 及 び 装 置

比　　　　　　　　　　　較

年 間 総 有 収 水 量

年 間 総 配 水 量

１ 日 最 大 給 水 量

契 約 給 水 量

計 画 給 水 量

配 水 能 力

増　　　減　　　率

－

－

計

事　　　       　　　　　項 平成30年度 平成29年度
比　　　　較

年 度 末 給 水 契 約 件 数

4.40％

　 　　   　 0㎥/日 

　      　134㎥/日

0人

4.40％

増　　　　　　減

　　　　　     0件

　　　   　 0㎥/日

　　　   　 0㎥/日

　　   　 63,261㎥

　　   　 63,261㎥

内　　　　　　　　　　　　　　　容

労 務 職 員

1人

1人

－

－

3.03％
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款 項

1  工業用水道事業収益 105,756,049 円 106,844,286 円 △ 1,088,237 円 △ 1.02 ％

　1  営  業  収  益 99,371,250 円 99,371,250 円 0 円 0.00 ％

1 給 水 収 益 99,371,250 円 99,371,250 円 0 円 0.00 ％

2 そ の 他 の 営 業 収 益 0 円 0 円 0 円 ―

　2  営 業 外 収 益 6,384,799 円 6,339,480 円 45,319 円 0.71 ％

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,418 円 2,561 円 857 円 33.46 ％

2 他 会 計 負 担 金 120,000 円 140,000 円 △ 20,000 円 △ 14.29 ％

3 長 期 前 受 金 戻 入 6,185,883 円 6,193,683 円 △ 7,800 円 △ 0.13 ％

4 雑 収 益 75,498 円 3,236 円 72,262 円 2233.07 ％

　3  特  別  利　益 0 円 1,133,556 円 △ 1,133,556 円

1 過 年 度 損 益 修 正 益 0 円 1,133,556 円 △ 1,133,556 円

（３）事業費に関する事項

款 項

1  工業用水道事業費用 93,343,302 円 75,931,551 円 17,411,751 円 22.93 ％

　1  営  業  費  用 83,557,253 円 65,718,054 円 17,839,199 円 27.15 ％

1 原 水 及 び 浄 水 費 38,466,835 円 38,483,650 円 △ 16,815 円 △ 0.04 ％

2 配 水 及 び 給 水 費 0 円 0 円 0 円 ―

3 総 係 費 5,111,101 円 4,221,601 円 889,500 円 21.07 ％

4 減 価 償 却 費 39,896,457 円 22,824,418 円 17,072,039 円 74.80 ％

5 資 産 減 耗 費 82,860 円 188,385 円 △ 105,525 円 △ 56.02 ％

　2  営 業 外 費 用 9,786,049 円 10,213,497 円 △ 427,448 円 △ 4.19 ％

1 支払利息及び企業債取扱諸費 9,786,049 円 10,213,497 円 △ 427,448 円 △ 4.19 ％

　3  特  別  損  失 0 円 0 円 0 円 ―

1 そ の 他 特 別 損 失 0 円 0 円 0 円 ―

平成29年度平成30年度
目

区 分
平成30年度

区 分

皆減

皆減

目
平成29年度

増 減 率

（２）事業収入に関する事項

増 減

比 較

増 減 率

比 較

増 減
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（１） 企業債及び一時借入金の概況

イ 企　業　債

( 単位：円 ）

区 分 前年度末残高 本年度末残高

企業債 104,025,470 96,340,727

〃 589,984,665 574,908,296

〃 2,240,000 1,120,000

696,250,135 672,369,023

ロ 一時借入金

( 単位：円 ）

備　　考

0 23,881,112

0

本年度末残高

00

15,076,369

本年度借入金

前年度末残高
本年度中における

借入高最高額

計

本年度償還額

0

0

４　会 計

青 森 銀 行

財 務 省

借  入  先

7,684,743

0 1,120,000

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構
（ 旧 公 営 企 業 金 融 公 庫 ）
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政令で定める財務諸表附属明細書
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（単位：円）
  １　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 12,412,747
　　減価償却費 39,896,457
　　長期前受金戻入額 △ 6,185,883
    受取利息及び受取配当金 3,418
　　支払利息及び企業債取扱諸費 9,786,049
    有形固定資産除却費 82,860
　　未収金の増減額（△は増加） 0
　　未払金の増減額（△は減少） △ 4,897,885
　　引当金の増減額（△は減少）　　 40,000
　　小計 51,137,763
    受取利息及び受取配当金 △ 3,418
　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 9,786,049
　　業務活動によるキャッシュ・フロー 41,348,296

  ２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,350,000
　　無形固定資産の取得による支出 0
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,350,000

  ３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0
　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 23,881,112
　　他会計からの出資による収入 22,761,112
　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,120,000

38,878,296
166,481,634
205,359,930

平成30年度五所川原市工業用水道事業キャッシュ・フロー計算書

　資金増加額（又は減少額）
　資金期首残高
　資金期末残高

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）
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（単位：円） （単位：円）

項 目 節 金　 　額 備  考 項 目 節 金　 　額 備  考

1 工業用水道 105,756,049 1 工業用水道 93,343,302

事 業 収 益 99,371,250 事 業 費 用 83,557,253

99,371,250 38,466,835

給 水 料 99,371,250 給 料 4,074,900
　予算額
　4,075,000

0 手 当 1,733,419
　予算額
  1,899,000

手 数 料 0
賞 与 引 当 金
繰 入 額

623,000
　予算額
　  623,000

2 営 業 外 6,384,799 賃 金 0

 収  益 3,418 法定福利費 2,186,476
　予算額
　2,227,000

預 金 利 息 3,418 備 消 品 費 53,722

120,000 燃 料 費 0

他会計負担金 120,000 通信運搬費 193,845

6,185,883 委 託 料 5,829,840

長期前受金戻入 6,185,883 手 数 料 3,500

75,498 修 繕 費 532,900

賃 借 料 6,000 動 力 費 19,398,085

その他雑収益 69,498 薬 品 費 897,540

3特別利益 0 補 償 金 0

1 過年度損益
修 正 益

0 負 担 金 2,919,931

過 年 度 損 益
修 正 益

0 保 険 料 19,677

0

修 繕 費 0

補 償 金 0

1  原水及び
   浄 水 費

款

4 雑  収　益

1 営業収益

1 受取利息
及
 び配当金

1 給水収益

2 その他の
 営業収益

　収　　益 　費　 用

款

収　　益　　費　　用　　明　　細　　書

1 営業費用

2 他会計負担金

3 長期前受
金
  戻
入

2  配水及び
   給 水 費
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（単位：円） （単位：円）

項 目 節 金 額 備    考 項 目 節 金 額 備 考

1 工業用水道 1 営業費用 3 総  係  費 5,111,101 1 工業用水道 2 営 業 外 9,786,049

事 業 費 用 報 酬 0
 予算額
    57,000

事 業 費 用   費    用 9,786,049

給 料 1,838,100
 予算額
 1,839,000

企業債利息 9,786,049

手 当 500,598
 予算額
   541,000

借入金利息 0

賞 与 引 当 金
繰 入 額

242,000
 予算額
   242,000

3 特別損失 0

法定福利費 932,412
 予算額
　933,000

1 そ の 他
特 別 損 失

0

旅 費 0
そ の 他
特 別 損 失

0

備 消 品 費 0

通信運搬費 0

委 託 料 168,000

手 数 料 9,800

賃 借 料 524,400

負 担 金 895,791

修 繕 費 0

4減価償却費 39,896,457

有形固定資産
減 価 償 却 費

22,961,038

無形固定資産
減 価 償 却 費

16,935,419

5資産減耗費 82,860

固 定 資 産
除 却 費

82,860

1支払利息及び
企業債取扱諸費

　費　 用

款 款
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１　有形固定資産
（単位：円）

当年度減少額

土 地 3,957,172 ―

建 物 219,676,841 0

構 築 物 782,110,308 0

機 械 及 び 装 置 517,745,431 1,079,200

車 両 運 搬 具 0 0

工 具 、 器 具
及 び 備 品

2,424,200 495,140

建 設 仮 勘 定 0 ―

計 1,525,913,952 1,574,340

２　無形固定資産
（単位：円）

資 産 の 種 類

電 話 加 入 権

ダ ム 使 用 権

計

固　定　資　産　明　細　書

16,935,419

16,935,419

年度末現在高

59,696

874,402,399

874,462,095891,397,514 0

当年度減少額

0

0

0

当年度増加額

0

0

年度末現在高
累 計

減　価　償　却　累　計　額
備考

年度当初現在高

59,696

当年度減価償却高

0

備 考

年度当初現在高

0

1,350,000

0

当年度減少額
年度末償却
未  済  高

0

0

当年度増加額
当年度増加額

0

0

0

1,350,000

0

891,337,818

0

1,136,000

0

521,200

3,957,172

219,676,841

782,110,308

517,959,431

0

1,903,000

0

0

1,657,200

0

1,525,606,752 22,961,038

―

96,141,247

492,479,265

451,226,737

3,163,346

16,565,258

3,232,434

―

0

483,951,653

0

1,807,850

3,957,172

123,535,594

289,631,043

66,732,694

資 産 の 種 類

0

95,150

― ―

1,041,655,099

0

-18-



（単位：円）

平 成 ６ 年 度 公営企業金融公庫 平成 7年 3月 27日 10,400,000 747,315 9,616,766 783,234 4.75% 令和 2年 3月 20日

平 成 ７ 年 度 公営企業金融公庫 平成 8年 3月 22日 8,800,000 550,785 7,643,699 1,156,301 3.25% 令和 3年 3月 20日

平 成 ８ 年 度 大 蔵 省 平成 9年 3月 25日 18,700,000 918,610 12,618,122 6,081,878 2.80% 令 和 7 年 3 月 1 日

平 成 ９ 年 度 大 蔵 省 平成 10年 3月 25日 3,600,000 168,540 2,316,277 1,283,723 2.10% 令 和 8 年 3 月 1 日

平 成 １ ０ 年 度 大 蔵 省 平成 11年 3月 25日 9,800,000 449,319 5,846,619 3,953,381 2.10% 令 和 9 年 3 月 1 日

平 成 １ １ 年 度 大 蔵 省 平成 12年 3月 24日 32,300,000 1,448,715 17,878,439 14,421,561 2.00% 令和 10年 3月 1日

平 成 １ ２ 年 度 公営企業金融公庫 平成 13年 3月 22日 9,700,000 503,563 5,925,945 3,774,055 1.70% 令和 8年 3月 20日

平 成 １ ２ 年 度 財 務 省 平成 13年 3月 26日 22,800,000 1,001,623 11,854,767 10,945,233 1.60% 令和 11年 3月 1日

平 成 １ ３ 年 度 財 務 省 平成 14年 3月 25日 13,500,000 580,819 6,197,238 7,302,762 2.20% 令和 12年 3月 1日

平 成 １ ３ 年 度 公営企業金融公庫 平成 14年 3月 28日 16,600,000 850,238 9,119,082 7,480,918 2.10% 令和 9年 3月 20日

平 成 １ ４ 年 度 財 務 省 平成 15年 3月 25日 18,500,000 792,284 8,214,949 10,285,051 1.20% 令和 13年 3月 1日

平 成 １ ４ 年 度 公営企業金融公庫 平成 15年 3月 28日 26,400,000 1,324,692 13,768,695 12,631,305 1.15% 令和 10年 3月 20日

平 成 １ ５ 年 度 財 務 省 平成 16年 3月 25日 12,700,000 527,520 4,852,024 7,847,976 1.90% 令和 14年 3月 1日

平 成 １ ５ 年 度 公営企業金融公庫 平成 16年 3月 30日 14,300,000 704,854 6,511,088 7,788,912 1.80% 令和 11年 3月 20日

平 成 １ ６ 年 度 公営企業金融公庫 平成 17年 3月 23日 13,000,000 626,749 5,216,008 7,783,992 2.00% 令和 12年 3月 20日

平 成 １ ６ 年 度 財 務 省 平成 17年 3月 25日 11,700,000 473,237 3,923,395 7,776,605 2.10% 令和 15年 3月 1日

平 成 １ ７ 年 度 公営企業金融公庫 平成 18年 3月 23日 13,100,000 619,126 4,624,560 8,475,440 2.00% 令和 13年 3月 20日

平 成 １ ７ 年 度 財 務 省 平成 18年 3月 27日 7,900,000 314,450 2,348,783 5,551,217 2.00% 令和 16年 3月 1日

償還終期種 類

企

業

債

企 業 債 明 細 書

償 還 高
利  率発行年月日

当年度償還高 償還高累計
未 償 還 残 高発行総額
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（単位：円）

平 成 １ ８ 年 度 財 務 省 平成 19年 3月 22日 8,900,000 345,253 2,271,939 6,628,061 2.10% 令和 17年 3月 1日

平 成 １ ８ 年 度 公営企業金融公庫 平成 19年 3月 23日 14,600,000 673,632 4,432,833 10,167,167 2.10% 令和 14年 3月 20日

平 成 １ ９ 年 度 財 務 省 平成 20年 3月 25日 8,500,000 325,130 1,857,174 6,642,826 2.00% 令和 18年 3月 1日

平 成 １ ９ 年 度 公営企業金融公庫 平成 20年 3月 25日 14,000,000 635,843 3,631,995 10,368,005 2.00% 令和 15年 3月 20日

平 成 ２ ０ 年 度 財 務 省 平成 21年 3月 25日 4,600,000 173,832 837,202 3,762,798 1.90% 令和 19年 3月 1日

平 成 ２ ０ 年 度 地方公営企業等金融機構 平成 21年 3月 25日 8,100,000 365,036 1,761,493 6,338,507 1.80% 令和 16年 3月 20日

平 成 ２ １ 年 度 財 務 省 平成 22年 3月 25日 4,500,000 165,411 642,345 3,857,655 2.00% 令和 20年 3月 1日

平 成 ２ １ 年 度
青 森 銀 行
（ 借 換 債 ）

平成 22年 3月 25日 11,200,000 1,120,000 10,080,000 1,120,000 0.47% 令和 2年 3月 25日

平 成 ２ ２ 年 度 地方公共団体金融機構 平成 23年 3月 24日 49,800,000 1,633,550 4,809,422 44,990,578 1.90% 令和 23年 3月 20日

平 成 ２ ３ 年 度 地方公共団体金融機構 平成 24年 3月 27日 79,900,000 2,633,334 5,222,466 74,677,534 1.70% 令和 24年 3月 20日

平 成 ２ ４ 年 度 地方公共団体金融機構 平成 25年 3月 26日 96,500,000 3,207,652 3,207,652 93,292,348 1.50% 令和 25年 3月 20日

平 成 ２ ５ 年 度 地方公共団体金融機構 平成 26年 3月 27日 75,800,000 0 0 75,800,000 1.40% 令和 26年 3月 20日

平 成 ２ ６ 年 度 地方公共団体金融機構 平成 27年 3月 26日 69,200,000 0 0 69,200,000 1.20% 令和 27年 3月 20日

平 成 ２ ７ 年 度 地方公共団体金融機構 平成 28年 3月 24日 82,800,000 0 0 82,800,000 0.50% 令和 28年 3月 20日

平 成 ２ ８ 年 度 地方公共団体金融機構 平成 29年 3月 23日 35,800,000 0 0 35,800,000 0.60% 令和 29年 3月 20日

平 成 ２ ８ 年 度 地方公共団体金融機構 平成 29年 3月 23日 21,600,000 0 0 21,600,000 0.40% 令和 19年 3月 20日

849,600,000 23,881,112 177,230,977 672,369,023

当年度償還高 償還高累計
未 償 還 残 高発行総額

計

償 還 高
利  率 償還終期

企

業

債

種 類 発行年月日
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注記

（１）固定資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数
建物 50年
構築物 40年
機械及び装置 15年

ロ 無形固定資産
・減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数
ダム使用権 55年

（２）引当金の計上方法
イ 退職給付引当金

　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するた
め退職給付引当金は計上していない。

ロ 賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す
る額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ リ－ス契約により使用する固定資産
（１）リ－ス会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年内   566,352円
１年超   141,588円
　計   707,940円

３ その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金825,000円を取り崩した。

１ 重要な会計方針
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